大阪府附属機関条例の改正（概要）

教育委員会事務局教育総務企画課／政策企画部企画室計画課
■改正の理由
○知事及び教育委員会は、大阪府教育行政基本条例（以下「基本条例」という。）第６条第１項により、平成25年に策定した大阪府教育振興基本計画（以下「振興計画」という。）の進捗を管理するため、毎年、共同してその点検及び評価を行うこととされている。
○そこで、この点検及び評価を行うに当たり、透明性及び客観性を確保するため、教育に関し専門的知識及び経験を有する者並びに保護者の知見の活用を図ることとし、知事及び教育委員会の附属機関として大阪府教育行政評価審議会を設置する。
○なお、基本条例第６条第２項では、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「地教行法」という。）第27条第１項の点検及び評価に当たって、基本計画の点検及び評価を含めることとされている。

よって、同法の点検及び評価についても、事務の効率化を図るため、今回設置する審議会の担任事務に含めることとし、同法の点検及び評価に当たっての調査審議を担任事務とする大阪府教育委員会評価審議会を廃止する。
■改正の内容
①大阪府附属機関条例第２条第１項の別表第１第２号の大阪府教育委員会評価審議会の項を削除
　②大阪府附属機関条例第２条第１項の別表第１第３号に、知事及び教育委員会が設置する大阪府教育行政評価審議会の項を追加
　　同審議会の担任する事務を以下のとおり定める。

・基本条例第６条第１項に基づく教育振興基本計画の進捗を管理するための点検及び評価を行うに当たっての調査審議に関する事務
・地教行法第27条第１項に基づく教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況にかかる点検及び評価を行うに当たっての調査審議に関する
事務
■施行期日
　○公布の日

　（理由）昨年度の事務の管理及び執行についての点検及び評価の結果については、報告書にまとめ、９月定例府議会に提出することから、早急に審議
会を設置する必要があるため。
■政策アセスメント

○基本条例第６条第１項に基づき、知事及び教育委員会が共同して点検及び評価を実施するため、政策企画部計画課と調整済
○新たな附属機関の設置について、人事局と協議済
■制度間調整　
　○附属機関条例の改正に伴い、大阪府教育委員会評価審議会規則（平成24年大阪府教育委員会規則第13号）を廃止する。

○大阪府教育行政評価審議会規則（仮称）の制定について、法務課と調整中
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